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 電気事業法第 33条の 2第 1項前段の規定による災害時連携計画を変更したので、電気事業法

第 33条の 2第 1項後段の規定により届け出ます。 

 

変更事項 別添 9 Ⅰ．需給ひっ迫時の需給状況の改善に関する手順 

２．需給ひっ迫または需給ひっ迫のおそれがある場合の電力融通の実

施手順 

変更前 需給ひっ迫時の需給状況改善のための電力融通実施に関する各一

般送配電事業者および広域機関間の連携等について基本的な考え

方を定める。 

 

 

変更後 需給ひっ迫時の需給状況改善のための電力融通実施に関する各一

般送配電事業者および広域機関間の連携等について基本的な考え方

を定める。 



 

変更の理由 フロー図の項目番号の付す位置を修正  

 

変更事項 別添 9 Ⅰ．需給ひっ迫時の需給状況の改善に関する手順 

３．追加供給力対策の発動手順 

変更前 需給ひっ迫時の需給状況改善のための追加供給力対策発動に関

する各一般送配電事業者および広域機関間の連携等について基本

的な考え方を定める。(注 3) 



(注 3)  沖縄エリアは連系線が無いため、エリア予備力に基づき追加供給力対策を実

施する。 



 

 

変更後 需給ひっ迫時の需給状況改善のための追加供給力対策発動に関

する各一般送配電事業者および広域機関間の連携等について基本的

な考え方を定める。(注 3) 



 

(注 3)  沖縄エリアは連系線が無いため、エリア予備力に基づき追加供給力対策を実

施する。 



(2)揚水発電機の運用切替

　①揚水発電機の運用切替の実施準備

　②揚水発電機の運用切替実施

　③広域予備率の更新

　④実績報告

(3)発動指令電源の発動

　①発動指令電源の発動判断

　　

　②発動指令電源の発動

　(実需給の3時間前までに発動）

　③広域予備率の更新

　④実績報告

一般送配電事業者 広域機関

広域予備率演算

広域予備率5%未満のコマあり 公表

余力情報の作成

余力情報の提出 受信

算出結果の連絡

発動指令する

エリア・グループ数・期間を決定

広域予備率演算

公表

受信

発動指令電源を発動し、報告

調整電力計画に反映

調整電力計画受信

発電事業者より発動指令を

反映した計画を受信

受信

発動指令電源の発動実績の報告 受信

広域予備率8%未満のコマあり

揚水発電機の運用切替準備

揚水発電機の運用切替を

調整電力計画に反映

広域予備率演算

公表

調整電力計画受信

揚水発電機の運用切替の

実施について公表

揚水発電機の運用切替実績の報告 受信

揚水発電機の運用切替実施の報告 受信



 

 

変更の理由 追加供給力対策の発動基準の変更（暫定対応）の反映および追加供

給力対策の発動手順の追加等に伴う変更 

 

変更事項 別添 9 Ⅰ．需給ひっ迫時の需給状況の改善に関する手順 

３．追加供給力対策の発動手順 

変更前 （１） 発動指令電源の発動 

一般送配電事業者は、容量市場で全国一括確保した発動指令電

源について、各グループの発動量等が可能な範囲で同等となるよう

な構成で 2 グループを作成する。 

①発動指令電源の発動判断（実需給の 5時間前を目安に判断） 

広域予備率が 8%未満となる場合、当該広域ブロック内の全エリア

の一般送配電事業者は実需給の 5 時間前時点の発電事業者計画

を用い発動指令電源の余力情報を作成し、広域機関に提出する。

その後、広域機関から発動指令を行うエリア・グループ数および時間

帯の連絡を受ける。 

(4)電気の供給指示

　①電気の供給指示の発動判断

　②電気の供給指示

　③広域予備率の更新

　④実績報告

(5)増出力運転・ピークモード運転

　①増出力運転・ピークモード運転の

　　発動判断

　②増出力運転・ピークモード運転の指令

　③広域予備率の更新

　④実績報告

一般送配電事業者 広域機関

広域予備率8%未満のコマあり

電気の供給指示

電気の供給指示を

調整電力計画に反映

広域予備率演算

公表

調整電力計画受信

電気の供給指示実施の連絡 受信

電気の供給指示の実績の報告 受信

広域予備率5%未満のコマあり

増出力運転・ピークモード運転の

指令

増出力運転・ピークモード運転を

調整電力計画に反映

広域予備率演算

公表

調整電力計画受信

増出力運転・ピークモード運転

指令実施の連絡
受信

増出力運転・ピークモード運転指

令の実績の報告
受信



②発動指令電源の発動（実需給の 3時間前まで） 

広域機関が選定した発動指令電源のグループを有する当該広域

ブロック内の一般送配電事業者は、実需給の 3時間前までに発動指

令電源の発動を指令し、発動が完了したことを広域機関に報告す

る。 

③広域予備率の更新 

一般送配電事業者は、発動指令を受けた各発電事業者が提出し

た発電計画・需要抑制計画を広域機関から受信し、調整電力計画

に反映する。その後、広域機関が算出した広域予備率を受信する

(自動処理)。 

 

（２）電気の供給指示・ＯＰ運転 

①電気の供給指示・ＯＰ運転の発動判断（実需給の 1 時間 30 分前

を目安に判断） 

実需給の 1時間 30分前の広域予備率が 8%未満となった場合、

当該広域ブロック内の全一般送配電事業者は、発電事業者に対

しＧＣ以降に電気の供給指示およびＯＰ運転の発動を判断する。 

②電気の供給指示・ＯＰ運転の発動（ＧＣ後） 

当該広域ブロック内の全一般送配電事業者は、原則、広域予

備率 8%未満の連続コマの最初のコマのＧＣ直後に一斉指令し、

電気の供給指示後速やかに広域機関に電気の供給指示実施を

報告する。 

③広域予備率の更新 

広域予備率 8%未満の同一広域ブロック内の全一般送配電事業

者は、発動判断後、調整電力計画に電気の供給指示・ＯＰ運転を

反映する。その後、広域機関が算出した広域予備率を受信する

（自動処理）。 

 

（３）電気の供給指示・ＯＰ運転の早期解除 

電気の供給指示として供給力を計上したコマが 5 コマ以上連続

の場合、かつ広域予備率が 8%以上に回復が見込まれる場合には

電気の供給指示・ＯＰ運転の早期解除が可能となる。 

① 電気の供給指示・ＯＰ運転の早期解除可否判断（実需給の 2 時

間 30分前を目安に判断） 

電気の供給指示を発動した一般送配電事業者は、実需給の 2

時間 30 分前の広域予備率が 12%以上の場合、電気の供給指示・



ＯＰ運転の早期解除を判断する。 

② 広域予備率の更新（解除判断） 

電気の供給指示を発動した一般送配電事業者は、広域予備 

率 12%以上かつその他需給上の懸念がなく早期解除可能と判断

した場合、実需給の 2時間前時点の発電事業者計画にもとづく調

整電力計画から電気の供給指示・ＯＰ運転の供給力を控除し、広

域機関に送信する。その後、広域機関が算出した広域予備率を

受信する（自動処理）。 

③ 電気の供給指示・ＯＰ運転の早期解除（実需給の 1時間 30分前  

を目安に解除） 

電気の供給指示を発動した一般送配電事業者は、実需給の 1

時間 30 分前の広域予備率が 8%以上に回復する場合、電気の供

給指示・ＯＰ運転を早期解除する。（8%未満の場合は電気の供給

指示・ＯＰ運転は継続となるため、控除した供給力を再計上した調

整電力計画を広域機関に送信する。） 

電気の供給指示・ＯＰ運転を解除した一般送配電事業者は、解除

後速やかに広域機関に電気の供給指示の解除を報告する。 

④ 広域予備率の更新（解除後） 

供給指示・ＯＰ運転を発動した一般送配電事業者は、実需給の 2

時間前時点の発電事業者計画にもとづく調整電力計画から供給指

示・ＯＰ運転の供給力を控除し、広域機関に送信する。その後、広

域機関が算出した広域予備率を受信する（自動処理）。 

 

変更後 （１）余力活用電源の追加起動 

広域予備率が 8%未満となる場合、当該広域ブロック内の全一般送

配電事業者は、余力活用電源の追加起動を行う。 

Ａ. 実需給前日以前の余力活用電源の追加起動の実施 

①余力活用電源の追加起動の対策必要量算出 

実需給の前々日、前日に公表される広域予備率の演算結果が

8%未満となった場合、当該広域ブロック内の全一般送配電事業者

は、前々日においては広域予備率 5%、前日においては広域予備

率 8%までの対策必要量を広域ブロック内の各エリアに当該コマの

需要比率で按分した結果を広域機関から受信する。 

②余力活用電源の追加起動の実施 

当該広域ブロック内の全一般送配電事業者は、広域機関から

受信した対策必要量を参照し、ＢＧの計画変更による供給力の増



加では対策必要量を充足できない場合、電源のリードタイムを考

慮し、実需給の前々日、前日の時点で追加起動が必要であれば、

余力活用電源の追加起動を行う。余力活用電源の追加起動を行

った一般送配電事業者は、各社ＨＰでその旨を公表する。 

 ③広域予備率の更新 

一般送配電事業者は、広域機関が算出した広域予備率を受信

する(30分毎に自動処理)。 

 

 Ｂ. 実需給当日の余力活用電源の追加起動の実施 

①余力活用電源の追加起動の実施準備 

実需給当日に公表される広域予備率の演算結果が 8%未満とな

った場合、当該広域ブロック内の全一般送配電事業者は、当該コ

マに対して、自エリアの対策必要量を算出し、余力活用電源の追加

起動の準備を開始する。 

②余力活用電源の追加起動の実施 

広域予備率 8%未満の同一広域ブロックの一般送配電事業者は、

当該コマに対して、自エリアの対策必要量を充足するように、準備

の間に合う余力活用電源の追加起動を行い、調整電力計画に余力

活用電源の追加起動による供給力の増加分を反映のうえ、広域機

関に提出する。余力活用電源の追加起動の実施を広域機関に報

告する。余力活用電源の追加起動を行った一般送配電事業者は、

各社ＨＰでその旨を公表する。 

③広域予備率の更新 

一般送配電事業者は、広域機関が算出した広域予備率を受信

する(30分毎に自動処理)。 

④実績の報告 

余力活用電源の追加起動を行った一般送配電事業者は、余力

活用電源の追加起動による供給力の増加分が最後に反映された

調整電力計画の提出後、速やかに、広域機関に余力活用電源の

追加起動の実績を報告する。 

 

（２）揚水発電機の運用切替 

①揚水発電機の運用切替の実施準備 

実需給当日分の最初のGC後以降に公表する広域予備率の計

算結果が 8％未満となった場合、当該広域ブロック内の全一般送

配電事業者は、揚水発電機の運用切替の準備を開始する。 



②揚水発電機の運用切替の実施 

広域予備率 8%未満の同一広域ブロックの一般送配電事業者

は、揚水発電機の運用切替の準備が出来次第、調整電力計画に

揚水発電機の運用切替による供給力の増加分を反映のうえ、広

域機関に提出する。また、広域機関に揚水発電機の運用切替の

実施を報告する。揚水発電機の運用切替を行った一般送配電事

業者は、各社ＨＰでその旨を公表する。当日に広域予備率 8%を下

回り切替判断した場合は、可能な範囲で速やかに調整電力計画

に揚水発電機の運用切替による供給力の増加分を反映のうえ、広

域機関に提出する。 

③広域予備率の更新 

一般送配電事業者は、広域機関が算出した広域予備率を受信 

する(30 分毎に自動処理)。揚水発電機の運用切替の解除につい

ては、一般送配電事業者が調整電力計画に揚水発電機の運用切

替による供給力の増加分を反映したコマ以降で、一般送配電事業

者が調整力提供者より受領した水位上下限の範囲に池水位を戻

す、または池水位を戻すための揚水計画を調整電力計画に織り

込んだ段階とする。 

④実績の報告 

揚水発電機の運用切替を行った一般送配電事業者は、揚水発

電機の運用切替の解除後速やかに、広域機関に揚水発電機の運

用切替の実績を報告する。 

 

（３）発動指令電源の発動 

Ａ. 容量確保契約に基づく発動指令電源の発動 

一般送配電事業者は、容量市場で全国一括確保した発動指令電

源について、各グループの発動量等が可能な範囲で同等となるような

構成で 2 グループを作成する。 

①発動指令電源の発動判断 

広域予備率が 5%未満となった場合、当該広域ブロック内の全一 

般送配電事業者は発電事業者等の計画を用い発動指令電源の余

力情報を作成し、広域機関に提出する。その後、広域機関から発動

指令を行うエリア・グループ数および期間の連絡を受ける。 

②発動指令電源の発動（実需給の 3時間前までに発動） 

一般送配電事業者は、原則として、広域機関から連絡を受けた

エリア・グループ数および期間に基づき、実需給の 3 時間前まで



に発動指令電源の発動を指令し、発動が完了したことを広域機関

に報告する。ただし、指令時点において、広域機関が連絡した全

ての期間で広域予備率が改善している場合、一般送配電事業者

は発動指令を行わないことができる。 

③広域予備率の更新 

一般送配電事業者は、発動指令を受けた各発電事業者が提出

した発電計画・需要抑制計画を広域機関から受信し、調整電力計

画に反映のうえ、広域機関に提出する。その後、広域機関が算出

した広域予備率を受信する(30分毎に自動処理)。 

④実績の報告 

発動指令を行った一般送配電事業者は、発動指令電源の計画

が最後に反映された調整電力計画の提出後、速やかに、広域機

関に発動指令電源の発動の実績を報告する。 

 

Ｂ. 発動指令電源の例外的発動要請 

①例外的発動要請の実施判断 

広域予備率が 5％未満となった場合、当該広域ブロック内の全

一般送配電事業者は、発動指令電源に対し、要請に応じられるこ

とについて事前に確認が取れている場合は、当該内容で例外的

発動要請を行う。 

上記を基本とするが、一般送配電事業者が必要と判断した場合

には、要請に応じられることについて事前に確認が取れていること

を条件に、時間外や 3 時間以上(or 未満)の例外的発動要請も否

定されない。 

②例外的発動要請 

一般送配電事業者は、原則として、発動指令電源の両グルー

プに対し、事前に確認が取れている内容にて、例外的発動要請を

行う。例外的発動要請を行った一般送配電事業者は、例外的発

動要請の実施を広域機関に報告する。 

③広域予備率の更新 

一般送配電事業者は、例外的発動要請を受けた各発電事業者

等から受領した発電販売計画及び需要抑制計画を広域機関から

受信し、調整電力計画に反映のうえ、広域機関に提出する。その

後、広域機関が算出した広域予備率を受信する(30分毎に自動処

理)。 

④実績の報告 



例外的発動要請を実施した一般送配電事業者は、例外的発動

要請による供給力の増加分が最後に反映された調整電力計画の

提出後、速やかに、広域機関に例外的発動要請の実績を報告す

る。 

 

（４）電気の供給指示 

①電気の供給指示の発動判断 

広域予備率が 8%未満となった場合、当該広域ブロック内の全一

般送配電事業者は、ＧＣ以降に電気の供給指示の発動を判断す

る。 

②電気の供給指示（ＧＣ後） 

当該広域ブロック内の全一般送配電事業者は、原則、広域予

備率 8%未満の最初のコマのＧＣ直後に一斉指令し、電気の供給

指示後速やかに広域機関に電気の供給指示実施を報告する。 

③広域予備率の更新 

広域予備率 8%未満の同一広域ブロック内の全一般送配電事業

者は、発動判断後、調整電力計画に電気の供給指示を反映のう

え、広域機関に提出する。その後、広域機関が算出した広域予備

率を受信する（30分毎に自動処理）。 

④実績の報告 

電気の供給指示を発動した一般送配電事業者は、電気の供給

指示による供給力の増加分が最後に反映された調整電力計画の

提出後、速やかに、広域機関に電気の供給指示の実績を報告す

る。 

 

（５）増出力運転・ピークモード運転 

①増出力運転・ピークモード運転の発動判断 

広域予備率が 5%未満となった場合、当該広域ブロック内の一般

送配電事業者は、増出力運転・ピークモード運転の発動を判断す

る。 

②増出力運転・ピークモード運転の指令 

当該広域ブロック内の全一般送配電事業者は、原則、広域予

備率の改善が必要な最初のコマのＧＣ直後に一斉指令し、増出力

運転・ピークモード運転の指令後速やかに、広域機関に増出力運

転・ピークモード運転の実施を報告する。 

③広域予備率の更新 



広域予備率 5%未満の同一広域ブロック内の全一般送配電事業

者は、発動判断後、調整電力計画に増出力運転・ピークモード運

転を反映のうえ、広域機関に提出する。その後、広域機関が算出

した広域予備率を受信する（30分毎に自動処理）。 

④実績の報告 

増出力運転・ピークモード運転を指令した一般送配電事業者

は、増出力運転・ピークモード運転による供給力の増加分が最後

に反映された調整電力計画の提出後、速やかに、広域機関に増

出力運転・ピークモード運転の実績を報告する。 

 

変更の理由 追加供給力対策の発動基準の変更（暫定対応）の反映および追加供

給力対策の発動手順の追加等に伴う変更 

 

変更事項 別添 9 Ⅱ.ブラックアウトからの系統復旧方策 

 

変更前 災害時連携計画に基づき、ブラックアウトからの系統復旧方策につ

いて下記のとおり定める。 

（中略） 

a. 広域的な周波数低下対策の時系列 

 

 

周波数低下が発生した 

同期エリア(注 4) 

直流連系設備で連系する 

同期エリア(注 4) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大規模な 
電源脱落が発生 

直流連系設備による 
緊急融通 
（①） 

揚水動力の遮断 
（②） 

負荷遮断(注 5) 
（③） 

連系線分離(注 6) 
（④） 



変更後 災害時連携計画に基づき、ブラックアウトからの系統復旧方策につ

いて下記のとおり定める。 

（中略） 

a. 広域的な周波数低下対策の時系列 

 

 

変更の理由 フロー図の項目番号の付す位置を修正 

 

変更事項 別添 1 応援実施要領 

別添 8 共同訓練実施要領 

変更前 資材 

変更後 資機材 

変更の理由 誤植を修正 

変更事項 別添 6 移動用変電設備の融通方法 

変更前 融通機器の適合性確認 

変更後 融通設備の適合性 

変更の理由 誤植を修正 

 

 備考 １ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

２ 必要に応じて、詳細資料を添付すること。 

周波数低下が発生した 

同期エリア(注 4) 

直流連系設備で連系する 

同期エリア(注 4) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大規模な 
電源脱落が発生 

①直流連系設備による 
緊急融通 

②揚水動力の遮断 

③負荷遮断(注 5) 

④連系線分離(注 6) 


